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研究成果の概要（和文）：現在、我が国では、地域経済の落ち込みが大きく、こうした状況を把

握するため、内外の代表的な地域通貨発行団体に直接ヒアリングをしたり、研究者のアドバイ

スを受けたうえで、日本全国の 100以上の地域通貨発行団体を対象にアンケート調査を実施し、

地域通貨の現状、地域通貨の流通方法、地域経済への影響などを明らかにしたこと、また、実

験経済学の手法を用いて、地域通貨が公共財供給にもたらす役割などを実証的に確認した。さ

らに、電子マネーを用いた地域通貨の新しい形態を考案し、これを広島市を中心とした地域に

応用するとどのようになるかを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：As the severe economic condition of local economy in Japan, we 
have visited the representative community currency groups and economists to study 
the actual status of community currency. We practiced a questionnaire research to 
more than 100 community currency groups in all over Japan to elucidate the actual 
status of community currency, how to circulate the currency and the effect on the local 
economy. Moreover, by using the experimental method, we found that use experience of 
community currency stimulated the incentives of providing public services in the local 
economy. And a new framework to use the electric money type of community currency 
was offered, finally the community currency areas of Hiroshima city was presented. 
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以前には、地域通貨に関する本格的な研究は
実施されておらず、国内においては、地域通 
貨の発行団体が各地に勃興してはいたが、欧
米諸国ほど盛んな状況ではなかった。 
（２）世界的には、金融の自由化が急速に進
展し、金融派生商品取引の活発化や証券化の
進展により金融の実体経済に対する役割に
ついて疑問が持たれることとなった。例えば、
米国ではサブプライム・ローン問題に端を発
する証券化・グローバル化により金融バブル
の現象を呈し、2008 年９月には、リーマン・
ショックによるバブル崩壊により、世界的な
不況期を迎え現在に至っている。これは、本
来の貨幣（通貨）とは何かを問う根本的な問
題に触れるものと考えられる。 
（３）他方、我が国の地域経済では、この活
性化に金融面からの効果があまり見られず、
法定通貨を中心とした貨幣は中央や海外に
向かってしまう傾向にある。この結果、限界
村落が散見されるなど地方経済が破綻する
方向が強まっている。 
こうした背景を念頭に置いて、金融の面か

ら地域経済活性化に貢献する地域通貨を研
究することに行きついた。さらに、地域経済
の落ち込みが大変激しくなってきており、こ
れを食い止めるための新しいタイプの地域
通貨の流通体系を工夫することが必要であ
ると思われる。 
 
２．研究の目的 
   本研究の目的は 4 つある。 
（１）貨幣理論の基本的な研究を広く進める
ことにより、地域活性化に貢献しうる通貨と
いうものを理論的に捉えること。このために
は、地域通貨の研究者を訪ねて専門的な知識
を蓄えること。 
（２）内外の地域通貨の現状を把握すること、
このためには、実際に地域通貨を発行してい
る団体に直接インタビューすることや同発
行団体を対象にアンケート調査を実施する
こと。 
（３）実験経済学の手法を用いて、地域通貨
の地域経済活性化に貢献しうる方法を探り、
これを実証的に確認することである。 
（４）さらに、新展開している方向を見出し、
地域通貨の新しい応用した方法を検討する
こと。 
 
３．研究の方法 
 
（１）国内の地域通貨の研究者を訪問し、ア
ドバイスを受けることに関しては、北海道大
学経済学部の西部誠教授を訪問し、我が国の
地域通貨研究のこれまでの実績や海外の地
域通貨の状況と比較した場合のわが国の地
域通貨の抱える問題点、また、実際に、札幌
市などを中心に実施されている地域通貨の

利点、欠点などについて詳しく教えて戴いた。 
（２）内外の実際に地域通貨を発行し、運営
している団体を訪ねて、実情を見聞した。ひ
とつは、早稲田大学での学生達を中心にクラ
ブ活動を行っている「アトム通貨」を訪ねて、
東京都文京区高田馬場中心の商店街などと
の連携の実態や学生を中心とした国際的な
ボランティア活動などに地域通貨を利用す
ることにより地域活性化に成功しているこ
とを把握することができた。また、米国のニ
ューヨーク州のコーネル大学周辺地域で流
通している「イサカアウア」の発行団体を訪
れ、米国の大学町を中心にした地域通貨の流
通や地域住民のサービス活動の実態などを
調査することにより、地域通貨というものの
概要と問題点などを把握することができた。 
(3)こうした経験をベースとして、全国の 112
の地域通貨発行団体に対して、「全国地域通
貨に関するアンケート調査」を実施した。全
国 53 の発行団体から回答が寄せられ、地域
通貨の目的、地域通貨の発行開始年月日、利
用対象となる人達の特性や利用者数、発行・
流通の仕組み、発行の規模、成功しているか
失敗しているか、成功および失敗の要因、地
域経済の特徴、地域通貨発行団体の特徴など
について調査をした。 
(4)学生達を被験者として、地域通貨に関す
る実験を繰り返し実施することにより、人々
が公的サービスを実施したいとする気持ち
と地域通貨を使用する体験との関係を詳し
く実証的に確認して地域通貨の使用体験が
公共サービスに与える影響について等の問
題を実証的に分析した。 

(5) さらに、地域通貨の発展形態として、紙

幣や預金ベースではなく、電子カードの形態

を取ることによって地域経済か活性化するの

ではないかと考え、東京のフェリカポケット

・マーケティングを2011年３月に訪問し、代

表取締役社長の納村哲二氏にインタビューを

したほか、同社が主催する「地域活性化を考

える・豊かな社会を実現するために」という

電子マネー型地域通貨を活用した地域おこし

のシンポジウムに参加した。ここでは、非接

触型の電子カードを利用し、地域通貨として

の決済を比較的安全かつ迅速に処理でき利便

さの面で魅力があるものと言える。現に、地

方自治体や大手量販店と組んで同カードを利

用することにより地域経済活性化に資する可

能性を秘めており、大変参考になった。 
 (6)2011 年から 2012年にわたり、電子マネ
ーの実際に使用されている例を全国的に調
査し、これを地域通貨に応用できないかを探
った。この成果を、広島市を中心に電子マネ
ー兼地域通貨の発行による地域活性化を探
ることとし、この成果を「広島国際研究」第
18巻に掲載することができた(2012年 12月)。 



(7) また、実験経済学の手法を用いて、財・

サービスの生産者が地域通貨を普及させるの

が妥当か、消費者が地域通貨を普及させるの

が妥当かを検討した。具体的には、地域通貨

は財の特性としてネットワーク外部性を持っ

ているので、ネットワーク外部性のある財の

普及プロセスの分析を経済実験で分析した。

その結果、主体の数が少ないプレイヤが地域

通貨を普及させる方がよいことが明らかにな

った。 

さらに、地域通貨が普及するための条件を探

るため、実験経済学の手法を用いて分析した

。地域通貨は周りの人も使っていたり、使用

可能な商店が多ければ多いほど使用すること

の価値が高くなる。これはネットワーク外部

性を持つ財の特徴である。そこで、買い手主

導型の地域通貨普及シナリオと、売り手主導

型の普及シナリオのどちらがあり得るかを実

験室実験(広島市立大学および関西大学)で検

討した。進化経済学会(2013年3月、中央大学

にて開催)におけるポスターセッションでの

発表を行った。 

 
４．研究成果 
(1)研究成果としては、国内の研究者のアド
バイスや内外の地域通貨の発行団体に直接
出向き、インタビューをすることによって、
地域通貨の理論的な性格や実際の運用上の
問題などが明確になり、これをさらに浮き彫
りにするために全国の地域通貨発行団体に
アンケート調査を実施した。また、このアン
ケート調査の結果については、アンケートに
協力して戴いた発行団体すべてに還元する
ことができた。これを契機に全国的な規模で
地域通貨の発行団体のネットワークを構築
することができた。発表論文は、「最近の金
融問題と地域通貨の可能性」広島国際研究、
第 15 巻、2009 年 12月である。また、こうし
た地域通貨を通じた地域経済の活性化につ
いては、第 18 回環境フォーラム「持続可能
な社会を実現するための地域の役割」（2009
年 3月、東北大学主催）において発表し、デ
ィスカッションにも参加した。 
また、金融に関する疑問点を歴史的に記述整
理したものとして、『多文化・共生・グロー
バル化』ミネルヴァ書房 2010年２月のなか
で、第１章「金融自由化・グローバル化の功
罪」（P.1－P.25）を執筆した。また、地域通
貨の電子マネーへの応用を広島市を中心に
モデル化することを提案した「地域通貨電子
マネーによる地域活性化の提案」（広島国際
研究第 18巻、2012年 12月）を執筆した。 
(2)実験経済学の手法を用いて、経済実験を
繰り返し実施した結果、地域通貨の役割を探
究し実証的に公共財の供給に関して地域通

貨が重要な役割を果たすことが確認された。 
また、地域通貨は財の特性としてネットワー
ク外部性を持っているので、ネットワーク外
部性のある財の普及プロセスの分析を経済
実験で分析した。その成果については、数理
社会学会において、「誰がネットワーク財を
普及させるべきか？──経済実験による分
析」 （2012 年 3 月 14 日, 鹿児島大学）で発
表した。また、地域通貨に関するネットワー
ク外部性の問題については、進化経済学会に
おいて、「ネットワーク外部性を伴う多段階
ゲームにおける均衡選択－経済実験による
検証－」（ 2013 年 3 月 16 日、17 日, 中央大
学多摩キャンパス）で発表した。 
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